
株 主 各 位 

平成 23年 3月 25日 

 

会 社 名 株式会社オプト 

代表者名 代表取締役社長 鉢嶺 登 

 

「第 17回定時株主総会招集ご通知」の一部修正について 

 

 平成 23年 3月 11日に株主の皆様にご送付いたしました当社「第 17回定時株主総会招集ご通知」に 

つきまして一部に修正すべき事項がございましたので、下記のとおり修正させていただきます。 

 

記 

 

【訂正箇所】第 17回定時株主総会招集ご通知 書面 30ページ（訂正箇所は ____で表示） 

連結注記表 

2．金融商品の時価等に関する事項 

（注 3）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

 

（訂正前）                            （単位：千円） 

区分 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

（１）現金及び預金 
12,272,864

  
―  ―   ―   

（２）受取手形及び売掛金 9,515,198 ―  ―   ―   

（３）有価証券及び投資有価 
   証券 

    

  １．債券     

   満期保有目的の債券 ─ ─ 2,000,000 ─ 

  ２．その他     

   その他有価証券のうち 
   満期があるもの 

1,000,000 400,000 ─ ─ 

合計 22,788,060 400,000 2,000,000 ─ 

 

（訂正後）                            （単位：千円） 

区分 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

（１）現金及び預金 
12,272,864

  
―  ―   ―   

（２）受取手形及び売掛金 9,515,198 ―  ―   ―   

（３）有価証券及び投資有価 
   証券 

    

  １．債券     

   満期保有目的の債券 ─ ─ 2,000,000 ─ 

  ２．その他     

   その他有価証券のうち 
   満期があるもの 

1,000,000 400,000 ─ ─ 

合計 22,788,062 400,000 2,000,000 ─ 

 

 



【訂正箇所】第 17回定時株主総会招集ご通知 書面 41ページ（訂正箇所は ____で表示） 

個別注記表 

（関連当事者との取引に関する注記） 

１． 親会社及び法人主要株主等 

 

（訂正前） 

種類 
会社等

の名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

（百万円） 

事業

の 

内容 

議決権等 

の所有 

（被所有） 

割合 

関連 

当事者 

との 

関係 

取引の 

内容 

取引 

金額 

（千円） 

科目 

期末 

残高 

（千円） 

その他 

の関係 

会社 

株式会

社電通

（株式

会社電

通デジ

タル・ホ

ールデ

ィング

スの 

親会社） 

 

東京都

港区 
58,967 

広告

業 

― 

（被所有 

間接

20.5%） 

 

営業 

取引 

役員の 

兼任 

広告 

売上 

取引 

（注 2） 

 

広告 

媒体 

の仕入

取引 

（注 2） 

23,189,983 売掛金 3,577,715 

2,786,574 買掛金 567,699 

 

 （訂正後） 

種類 
会社等

の名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

（百万円） 

事業

の 

内容 

議決権等 

の所有 

（被所有） 

割合 

関連 

当事者 

との 

関係 

取引の 

内容 

取引 

金額 

（千円） 

科目 

期末 

残高 

（千円） 

その他 

の関係 

会社 

株式会

社電通

（株式

会社電

通デジ

タル・ホ

ールデ

ィング

スの 

親会社） 

 

東京都

港区 
58,967 

広告

業 

― 

（被所有 

間接

20.5%） 

 

営業 

取引 

役員の 

兼任 

広告 

売上 

取引 

（注 2） 

 

広告 

媒体 

の仕入

取引 

（注 2） 

23,185,151 売掛金 3,572,642 

2,786,574 買掛金 567,699 

 

以 上 



　

証券コード 2389
平成23年３月11日

株 主 各 位
東京都千代田区神田錦町三丁目26番地

株 式 会 社 オ プ ト

代表取締役社長 鉢 嶺 登

第17回定時株主総会招集ご通知

拝啓 時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

　さて、当社第17回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご案内申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に賛否をご表示いただき、平成23年３月28日（月曜日）午後６時までに到着するよ

うにご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 平成23年３月29日（火曜日) 午後３時

2. 場 所 東京都千代田区神田錦町三丁目26番地 一ツ橋ＳＩビル

当社会議室

3. 株主総会の目的事項

報 告 事 項

1. 第17期（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで）

事業報告、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査

役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第17期（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで）

計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

　第１号議案 剰余金の処分の件

　第２号議案 取締役９名選任の件

  第３号議案 当社株式に対する大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）

継続の件
　 以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(お 願 い) 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へ

ご提出くださいますようお願い申し上げます。
(お知らせ) 株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正

すべき事項が生じた場合には、インターネット上の当社WEBサイト
（http://www.opt.ne.jp/) にて、修正後の内容を掲載いたします。



　

(添付書類)

事 業 報 告

（平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで）

１. 企業集団の現況に関する事項

 (1) 事業の経過及び成果

　当社グループの主要事業領域であるインターネット広告市場は、景気が回復基調

であったこと、スマートフォンやソーシャルメディアの普及が一層進んだことなど

から、平成22年には7,747億円となり、広告媒体としてはTVに次ぐ規模となりました

（電通発表）。こうした状況下、当社グループは成長キーワードとして①「専門力」

のさらなる強化 ②「データ力」をさらなる強みに ③「成長分野」への積極投資を

掲げ、eマーケティングサービスのさらなる向上および収益の拡大を図ってまいりま

した。

　このような結果、当連結会計年度における業績は、売上高58,132百万円（前連結

会計年度比6.8％増）、営業利益1,391百万円（前連結会計年度比41.4％増）、経常利

益1,457百万円（前連結会計年度比34.9％増）、当期純利益596百万円（前連結会計年

度比17.6％増）となりました。

　前連結会計年度と比較して、増収増益となった要因は連結子会社各社の業績が順

調に拡大したことなどによるものです。経常利益は、主に営業利益増加分により増

加となりました。当期純利益が前連結会計年度に比べて増加となったのは、営業利

益の増加分に加え特別損失の減少等によるものです。

　なお、平成22年第３四半期に、株式会社TradeSafeが第三者割当増資を実施し、当

社持株比率が46.2％から24.1％に下がりました。これにより株式会社TradeSafeは平

成22年第３四半期末より連結子会社から持分法適用関連会社となりました。

 事業分野ごとの活動状況は以下のとおりであります。

＜Ｂ２Ｂ事業＞

　 ① 広告代理事業分野

  当事業分野においては、単体のインターネット広告の取り扱いのほか、連結

子会社の株式会社クラシファイドがYahoo!不動産新築物件情報などのクラシフ

ァイド広告の取り扱い、ソウルドアウト株式会社が中堅・ベンチャー企業向け

にインターネット広告の取り扱いを行っております。

  当連結会計年度は、単体のインターネット広告販売および連結子会社のソウ

ルドアウト株式会社の中堅・ベンチャー企業向けインターネット広告の取り扱

いが拡大しました。この結果、当事業分野の売上高は52,643百万円（前連結会

計年度比4.8％増）となりました。



　

　 ② ソリューション事業分野

　当事業分野においては、単体がインターネット広告の効果測定システムやサ

イト内解析システムなどのラインナップを備える「ADPLAN（アドプラン）」シリ

ーズの開発販売、広告制作（クリエイティブ）、WEBサイト開発などの提供を行

っております。また、連結子会社のクロスフィニティ株式会社がSEOサービス、

株式会社ホットリンクがeマーケティングを支援する各種ソリューションを提供

しております。

  当連結会計年度は、単体のWEBサイト制作やクロスフィニティ株式会社のSEO

サービス、株式会社ホットリンクの各種ソリョーション提供の取り扱いが拡大

したことから、当事業分野の売上高は3,720百万円（前連結会計年度比13.3％

増）となりました。

　 ③ その他事業分野

  当事業分野においては、単体によるローン情報などの比較サイト運営、韓国

のインターネット広告会社eMFORCE Inc.（エムフォース）による広告代理サー

ビスを提供しております。

  当連結会計年度は、韓国でのeMFORCE Inc.の業績が拡大したことから、当事

業分野の売上高832百万円（前連結会計年度比16.4％増）となりました。

＜Ｂ２Ｃ事業＞

コンテンツ事業分野

  当事業分野においては、株式会社モバイルファクトリーが着メロ、占い、ゲ

ームなどのモバイルコンテンツおよびソーシャルアプリの企画開発・提供を行

っております。

　当連結会計年度は、平成21年第４四半期より連結子会社となった株式会社モ

バイルファクトリーが通年貢献したことから当事業分野の売上高は936百万円

（前連結会計年度比408.6％増）となりました。

 (2) 対処すべき課題

　 当社グループは、以下の点を主な経営課題と捉えております。

　 ①ｅマーケティングノウハウのさらなる向上

　 ②ソーシャルおよびスマートフォン関連サービスの強化

　 ③当社グループオリジナルサービス強化による独自性の明確化

　 ④データプラットフォームの本格稼働

　 ⑤ガバナンスとスピードを両立できるグループ経営管理体制の構築

　 ⑥生産性の向上のためのITインフラ整備

　 ⑦社員教育の強化



　

　(3) 設備投資の状況

　当連結会計年度においては、コンピュータ（サーバー）及び開発用ソフトウェ

アを中心に、526,694千円の設備投資を行っております。

　(4) 資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。

　(5) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　当社グループとして中堅・中小及び成長企業へのサービスを効果的に提供する

体制を整え、さらなるサービス強化を目的に、当社の営むSO事業（中堅・ベンチ

ャー企業の一部を対象顧客とするインターネットマーケティングソリューション

事業）をソウルドアウト株式会社に承継させる吸収分割を平成22年２月１日に実

施いたしました。

　(6) 他の会社の事業の譲受けの状況

　特記すべき事項はありません。

　(7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　特記すべき事項はありません。

　(8) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　特記すべき事項はありません。

　(9) 財産及び損益の状況

区分
第14期

(平成19年12月期)
第15期

(平成20年12月期)
第16期

(平成21年12月期)

第17期
(当連結会計年度)
(平成22年12月期)

売 上 高(千円) 35,285,933 53,656,035 54,412,287 58,132,558

経 常 利 益(千円) 1,179,771 1,315,366 1,080,000 1,457,051

当 期 純 利 益(千円) 690,050 1,076,413 507,105 596,347

１株当たり当期純利益 (円) 5,365.90 7,283.97 3,423.86 4,026.22

総 資 産(千円) 23,878,149 26,772,557 26,513,181 29,898,625

純 資 産(千円) 15,507,061 16,463,940 17,376,619 18,380,399

(注) １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算定しております。



　

 (10) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　 特記すべき事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主要な事業内容

㈱ ク ラ シ フ ァ イ ド 119,805千円 66.0％ クラシファイド広告の企画・販売

ク ロ ス フ ィ ニ テ ィ ㈱ 30,000千円 66.7％
SEOを中心としたSEM関連サービス
の提供

㈱ ホ ッ ト リ ン ク 251,996千円 59.6％ SaaS事業

e M F O R C E I n c . 2,500百万ウォン 88.5％
韓国（大韓民国）のインターネッ
ト広告代理

㈱モバイルファクトリー 224,500千円 40.8％ モバイルコンテンツ事業

ソ ウ ル ド ア ウ ト ㈱ 8,880千円 100.0％
中堅・ベンチャー企業向け広告代
理

　 ③ 企業結合の経過

　前連結会計年度まで連結子会社であった株式会社TradeSafeは、平成22年9月

30日付で連結子会社から持分法適用関連会社となりました。

　 ④ 企業結合の成果

　当社の連結子会社は、上記６社、持分法適用関連会社は１社でございます。

当連結会計年度の売上高は、58,132百万円（前連結会計年度比6.8％増）、営業

利益は、1,391百万円（前連結会計年度比41.4％増）、経常利益は、1,457百万円

（前連結会計年度比34.9％増）、当期純利益は,596百万円（前連結会計年度比

17.6％増）となりました。



　

 (11) 主要な事業内容（平成22年12月31日現在）

　当社グループは、株式会社オプトと連結子会社６社により構成されており、企

業に対するサービス提供を主とした「Ｂ２Ｂ (Business to Business）事業」およ

び一般消費者に対するサービス提供を主とした「Ｂ２Ｃ（Business to Consumers）

事業」を行っております。

事 業 区 分 主 な 事 業 内 容

Ｂ２Ｂ事業

広告代理事業分野
インターネット広告を中心とした広告代理、Yahoo! JAPAN
の広告やリスティング広告などの取り扱い

ソリューション事業分野

インターネット広告の効果測定システム「ADPLAN」による
ｅマーケティング支援システムの提供。広告制作（クリエ
イティブ)、WEBサイト開発、SEOサービスなどｅマーケテ
ィング支援サービスの提供

その他事業分野
比較サイトの運営、韓国のインターネット広告会社
eMFORCE Inc.による広告代理

Ｂ２Ｃ事業 コンテンツ事業分野
㈱モバイルファクトリーによる着メロ、占い、ゲームなど
のモバイルコンテンツおよびソーシャルアプリの企画開
発・提供



　

 (12) 主要な営業所（平成22年12月31日現在）

　 ① 当社

営 業 所 所 在 地

本 社 東 京 都 千 代 田 区

大 阪 支 社 大 阪 府 大 阪 市

　 ② 子会社

会 社 名 所 在 地

㈱ ク ラ シ フ ァ イ ド 東 京 都 千 代 田 区

ク ロ ス フ ィ ニ テ ィ ㈱ 東 京 都 千 代 田 区

㈱ ホ ッ ト リ ン ク 東 京 都 千 代 田 区

e M F O R C E I n c . 大 韓 民 国 （ソ ウ ル 市 )

㈱モバイルファクトリー 東 京 都 品 川 区

ソ ウ ル ド ア ウ ト ㈱ 東 京 都 千 代 田 区

 (13) 従業員の状況（平成22年12月31日現在）

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 増 減

826名 28名増

(注) 1. 従業員数には、パート・派遣社員は含まれておりません。
2. 従業員数には、当社グループ外への出向者数は含まれておりません。

 (14) 主要な借入先（平成22年12月31日現在）

　 特記すべき事項はありません。

 (15) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　 特記すべき事項はありません。



　

２. 会社の状況に関する事項

　(1) 株式に関する事項（平成22年12月31日現在）

① 発行可能株式総数 433,152株

② 発行済株式の総数 149,316株（自己株式 1,200株含む）

③ 株主数 5,739名

　 ④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

㈱電通デジタル・ホールディングス 30,495株 20.58％

鉢 嶺 登 23,498株 15.86％

カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱ 21,505株 14.51％

海 老 根 智 仁 9,312株 6.28％

野 内 敦 5,654株 3.81％

小 林 正 樹 5,254株 3.54％

ノーザントラストカンパニー（エイブイエフ
シー）サブアカウントアメリカンクライアント

3,433株 2.31％

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口９) 3,300株 2.22％

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口) 2,980株 2.01％

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー505044 2,870株 1.93％

(注) 1. 持株比率については、自己株式（1,200株）を控除して算出し、小数点第３位以下は切り捨
てしております。

2. 自己株式（1,200株）について、平成23年1月14日付でカルチュア・コンビニエンス・クラ
ブ㈱を処分先として第三者割当による処分の手続きが完了しました。

　 ⑤ その他株式に関する重要な事項

　 特記すべき事項はありません。



　

　(2) 新株予約権等に関する事項

① 当事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付され

た新株予約権の状況

　 ＜第７回－１新株予約権 平成21年５月28日取締役会決議にて付与＞

発 行 決 議 の 日 平成21年５月28日開催 取締役会

新 株 予 約 権 の 数 50個

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 50株

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 無償

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

１個につき135,000円

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間 平成23年５月30日から平成26年５月29日まで

新 株 予 約 権 の 主 な 行 使 条 件

(1) 行使条件

① 本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又

は権利者について新株予約権の要項に定める取得事由が発生

していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権

の行使は認められないものとする。但し、取締役会の決議に

より特に行使を認められた場合はこの限りでない。

② 本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、

各新株予約権の一部の行使は認められないものとする。ま

た、行使の結果発行される株式数は整数でなければならず、

１株未満の端数の部分についてはこれを切り捨て、株式は割

り当てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについ

て金銭による調整は行わない。

(2) 相続

　権利者が死亡した場合には、権利者の相続人は未行使の本新

株予約権を相続するものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要する。

有 利 な 条 件 の 内 容 新株予約権の無償発行

保有人数及び新株予約権の数

当社取締役（社外取締役を除く) １名 50個

当 社 社 外 取 締 役 ０名 ０個

当 社 監 査 役 ０名 ０個

② 当事業年度中に当社使用人等に対して職務執行の対価として交付した新株予

約権の内容の概要

  特記すべき事項はありません。



　

　 ③ その他新株予約権等に関する重要な事項

　 特記すべき事項はありません。

　(3) 会社役員に関する事項

　 ① 取締役及び監査役に関する事項

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 鉢 嶺 登

取 締 役 会 長 海老根 智 仁 北京欧芙特信息科技有限公司 董事長

取 締 役 野 内 敦 ㈱クラシファイド 代表取締役社長

取 締 役 髙 森 雅 人

取 締 役 石 橋 宜 忠

取 締 役 山 口 幸 生

取 締 役 大 山 俊 哉 ㈱電通デジタル・ホールディングス 執行役員

常 勤 監 査 役 石 崎 信 明

監 査 役 小 川 由紀夫 ㈱電通デジタル・ホールディングス 監査役

監 査 役 呉 雅 俊 ㈱ツナミネットワークパートナーズ 代表取締役

監 査 役 山 上 俊 夫 弁護士

(注) 1. 取締役大山俊哉氏は、社外取締役であります。
2. 監査役石崎信明氏、監査役小川由紀夫氏、監査役呉雅俊氏及び監査役山上俊夫氏は、社外

監査役であります。
3. 監査役石崎信明氏は、約７年間上場企業の財務及び会計に関する業務を担当しており、ま

た中小企業診断士の資格を有する経営コンサルタントとして、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有しております。

4. 監査役呉雅俊氏は、約16年間上場企業の財務及び経理に関する業務を担当し、取締役管理
部長などを歴任しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

5. 監査役であった杉本晶氏は、平成22年３月30日付で辞任しております。
6.  当社は、監査役石崎信明氏、監査役呉雅俊氏及び監査役山上俊夫氏を大阪証券取引所の定

めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。



　

　 ② 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 7名 115,821千円

監 査 役 3名 12,825千円

合 計 10名 128,646千円

(注) 1. 平成18年３月30日開催の株主総会の決議による取締役の報酬限度額は年額200,000千円であ
り、これには使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は含まれておりません。

2. 平成18年３月30日開催の株主総会の決議による監査役の報酬限度額は年額30,000千円であ
ります。

3.  取締役の支給員数には、平成22年3月30日開催の第16回定時株主総会終結の時をもって退任
した取締役１名を含んでおります。

4. 監査役３名は、社外監査役であります。
5.  社外取締役１名、及び平成22年3月30日開催の第16回定時株主総会終結の時をもって辞任し

た社外監査役１名を含む社外監査役２名については、無報酬であるため人員に含まれてお
りません。



　

　 ③ 社外役員に関する事項

当社で
の地位

氏 名
他の法人等の

重要な
兼職の状況

当社での主な活動状況
責任限定契約
の 内 容

取締役 大 山 俊 哉

㈱電通デジタ
ル・ホールデ
ィングス
執行役員

当事業年度に開催された取締役会28回のうち
24回に出席し、同氏が有するインターネット
分野を含む広告全般に関する豊富な経験・知
識をもとに議案審議等の必要な発言を適宜行
っています。

当社定款に
基づき、会
社 法 第 423
条第 1項の
損害賠償責
任 に つ い
て、その損
害賠償責任
を法令の定
める最低責
任限度額を
限度として
限定する契
約を締結し
て お り ま
す。

監査役 石 崎 信 明 ―

当事業年度に開催された取締役会28回全て、
監査役会14回全てに出席し、中小企業診断士
の資格を有する経営コンサルタントとしての
見地より、経営の客観性や中立性の観点から、
議案審議等の必要な発言を適宜行っています。

監査役 小 川 由紀夫

㈱電通デジタ

ル・ホールデ

ィングス

監査役

平成22年3月30日就任以降に開催された取締役
会22回のうち21回に出席し、監査役会10回全
てに出席し、電通グループの監査業務に携わ
り、企業監査に関する豊富な知識・実績と高
い見識から、議案審議等の必要な発言を適宜
行っています。

監査役 呉 雅 俊

㈱ツナミネッ
トワークパー
トナーズ
代表取締役

当事業年度に開催された取締役会28回のうち
27回に出席し、監査役会14回全てに出席し、
上場企業での取締役経験者としての見地より、
経営の客観性や中立性の観点から、議案審議
等の必要な発言を適宜行っています。

監査役 山 上 俊 夫 弁護士

当事業年度に開催された取締役会28回のうち
27回に出席し、監査役会14回全てに出席し、
弁護士としての見地より、議案審議等の必要
な発言を適宜行っています。

(注) 1. 取締役大山俊哉氏及び監査役小川由紀夫氏が兼職する㈱電通デジタル・ホールディングス
と当社の関係には特記すべき事項はありません。

2. 監査役呉雅俊氏が兼務する㈱ツナミネットワークパートナーズと当社との関係には特記す
べき事項はありません。



　

　(4) 会計監査人の状況

　 ① 名称 有限責任 あずさ監査法人

　 (注) あずさ監査法人は、平成22年７月１日付で監査法人の種類の変更により有限責任 あずさ
監査法人となりました。

　 ② 報酬等の額

当連結会計年度に係る会計監査人の報酬等の額 39,600千円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の

利益の合計額
39,600千円

(注) 1. 上記報酬等の額は、会社法上の監査に対する報酬の額及び金融商品取引法上の監査に
対する監査報酬の額などの合計額であります。

2. 連結子会社のeMFORCE Inc.は、韓国（大韓民国）の監査法人HANSHIN ACCOUNTING
CORPORATIONより計算関係書類の監査を受けております。

　 ③ 非監査業務の内容

　当社及び一部の連結子会社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１

項の業務以外の業務（非監査業務）であるアドバイザリー業務に対し2,500千円

を支払っております。



　

３. 会社の体制及び方針

　(1) 業務の適正を確保するための体制

① 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

　コンプライアンス担当役員を置いており、同役員が中心となって管理業務を

所管する部門とともに研修、マニュアルの作成・配布等を行うことなどにより、

取締役及び役職員に対しコンプライアンスの知識を高めるとともに、尊重する

意識の醸成を図っております。

　 ② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

　取締役は、重要な意思決定及び報告に関して、「諸規程管理規程」及び「文書

管理規程」に基づき文書の作成、保存、管理及び廃棄を行い、社内情報を適切

に保存・管理し、監査役が求めた場合、閲覧可能な状態としております。

　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　管理業務を所管する部門がリスク管理体制の構築及び運用などリスク管理の

統括を担当し、管理業務を所管する取締役を中心にリスク管理を行っておりま

す。各部門は、それぞれの部門に関するリスクの管理を行い、各部門長は、適

宜リスク管理の状況を取締役会及び監査役会に報告しております。

　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　事業計画を定め、会社として達成するべき目標を明確化するとともに、業績

目標を明確化し、かつその評価方法を明らかにすることとしております。各部

門に対し、業績への責任を明確にするとともに、業務効率の向上を図っており

ます。

⑤ 会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確

保するための体制

　グループ会社を統制する業務を遂行する担当役員は、グループ会社の業務の

適正を推進・管理しております。また、グループ会社の管理業務を所管する部

門は、グループ全体のリスクの評価及び管理の体制を適正に構築し、運用する

ことを図っております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における使用

人に関する事項

　監査役が職務遂行について補助すべき使用人を求めた場合、必要な人員を配

置しております。



　

　 ⑦ 前号使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役を補助するべき使用人の人事異動に関しては、監査役会の意見を尊重

しております。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制

　取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項を発生し、または発生

するおそれがあるとき、取締役による違法、または不正な行為を発見したとき、

その他監査役会が報告すべきものと認めた事項が生じたときは、直ちに監査役

に報告することとしております。

　 ⑨ その他、監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　取締役は、監査制度に対する理解を深め、社内環境を整備して監査制度がよ

り効率的に機能するように図っております。

　代表取締役は、監査役の監査が実効的に行われることを確保するために、取

締役会の開催前に監査役に対し開催日程を通知し、適切な意思疎通及び効果的

な監査業務の遂行を図っております。

　 ⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社は、財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に基づく内部統制報告

書の有効かつ適切な提出のため、「財務報告に係る内部統制の整備・運用及び評

価の基本方針書」を制定し、内部統制システムの整備及び運用を行うとともに、

その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行います。

　 ⑪ 反社会的勢力排除に向けた体制

　当社の「倫理規程」において、反社会的勢力（犯罪対策閣僚会議により制定

された『企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針』において定義

される「反社会的勢力」をいいます。）との関係を一切遮断することを定め、反

社会的勢力による不当要求等に対しては、組織的に対応することとしておりま

す。

　また、平素から、警視庁管内特殊暴力防止対策連合会、弁護士等の外部の専

門機関と緊密な連携関係を構築するとともに、新規取引の際の契約書に反社会

的勢力排除条項を盛り込んでおります。



　

　(2) 株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、平成18年11月16日の取締役会決議により、大規模買付行為（特定株主

グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等 (注）の買

付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株

券等の買取行為。いずれについても、あらかじめ当社取締役会が同意したものを

除き、また市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。）に

対する方針及び買収防衛策（以下「本施策」といいます。）として、いわゆる「事

前警告型防衛策」を導入し、平成22年３月30日の第16回定時株主総会にて、平成

23年３月31日を有効期限とした継続の決議をしております。

　当社は株式を公開している、いわゆる上場企業である以上、当社株式の自由な

売買がなされることは至極当然であるとの認識のもと、もし当社株式に対して、

大規模買付行為を行う特定株主グループが出現したとしても、その大規模買付行

為に応じて当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する株主

の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えております。

　しかしながら、株主の皆様が当社株式の売却を行うか否かを判断するにあたっ

ては、十分な情報が株主の皆様に提供されることが極めて重要であり、もし十分

な情報提供がなされない場合には、株主の皆様の利益を大きく毀損する恐れがあ

ると考えております。

　従いまして、当社といたしましては、株主の皆様の適切な判断に資するため、

大規模買付行為に関する情報が大規模買付者から提供された後、これを評価・検

討し、また、経営評価委員会への諮問を行い、勧告を受けて取締役会としての意

見を形成したのちにそれらを開示し、さらに、必要に応じて株主意思を確認の上、

大規模買付者と交渉したり、株主の皆様へ代替案を提示することが、当社として

当然の責務であると考えております。

　また、当社は顧客のインターネット上でのマーケティング活動を支援する事業

（広告代理事業分野、ソリューション事業分野、その他事業分野、コンテンツ事業

分野）を展開しております。

　当社の経営はこの各事業特性を前提とした経営のノウハウ、並びにインターネ

ットやマーケティングに関する知識・経験を有する従業員、取引先等のステーク

ホルダーとの間に築かれた関係等が重要であり、これらへの理解が当社の企業価

値の維持・向上には不可欠であると考えております。

　このような当社の事業に対する理解なくして当社の企業価値の把握は困難であ

り、株主の皆様が大規模買付者による大規模買付行為を評価・検討するに際して

は、大規模買付者から一方的に提供される情報のみならず、現に当社の経営につ

いて株主の皆様から委任を受けており、当社の事業特性を充分理解している当社

取締役会の評価・意見等も含めた十分な情報が提供されることが必要不可欠と考

えております。



　

　以上の考え方に基づき、当社としては、大規模買付行為における一定のルール

を策定いたしました。かかるルールに則り、当社取締役会は、株主の皆様が大規

模買付行為に対する判断を行うために必要かつ十分な情報を収集・提供し、また、

適宜、経営評価委員会の勧告とあわせて、これを評価・検討して取締役会として

の意見をまとめて公表することとし、さらに、大規模買付者に対して大規模買付

ルールの遵守を求め、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、又は、

大規模買付ルールに則っていたとしても、大規模買付行為が株主の皆様の共同の

利益を著しく損なう場合等には、必要に応じて株主意思を確認の上、当社取締役

会がその時点で適切と考える一定の措置を講じることができるものといたします。

　一般に、大規模買付行為に対する当社の対応によっては、本施策のような施策

が現経営陣の保身に利用され、また、不当に株主の株式売却に対する自由を妨害

することにつながるという弊害も指摘されているところでありますが、本施策は、

あくまで株主の皆様が自由な意思決定を行うための前提として必要な情報・機会

を確保することを目的として、それに必要かつ相当なルールを設定するものであ

り、かかる弊害は生じないものと考えております。

　なお、平成23年４月１日以降の本施策につきましては、平成23年３月29日開催

予定の第17回定時株主総会による承認を条件として継続することとしております。

(注)：「株券等」とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。

　(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　会計監査人の解任又は不再任の決定については、監査役会の同意を要すること

としております。

　監査役会は、会社都合の場合のほか、会社法第340条第１項に定められている解

任事由に該当する状況にあり、かつ改善の見込みがないと判断した場合、もしく

は、監督官庁から監査業務停止処分を受ける等、当社グループの監査業務に重大

な支障を来たす事態が生じた場合には、取締役会に対して会計監査人の解任又は

不再任に関する議案を株主総会に付議するよう請求することとしております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当事業報告中の記載数字は、金額については表示単位未満切り捨て、比率その他
については小数点第２位で四捨五入しております。



　

連 結 貸 借 対 照 表

(平成22年12月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

【資 産 の 部】 【負 債 の 部】

流 動 資 産 23,346,572 流 動 負 債 11,201,573

現 金 及 び 預 金 12,272,864 支払手形及び買掛金 9,154,841

受取手形及び売掛金 9,515,198 短 期 借 入 金 40,000

有 価 証 券 1,000,000 未 払 法 人 税 等 292,184

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,165 製 品 保 証 引 当 金 8

繰 延 税 金 資 産 238,401 賞 与 引 当 金 258,556

そ の 他 581,027 そ の 他 1,455,982

貸 倒 引 当 金 △262,084 固 定 負 債 316,652

長 期 借 入 金 38,768

固 定 資 産 6,552,053 退 職 給 付 引 当 金 35,529

(有 形 固 定 資 産) 313,870 繰 延 税 金 負 債 242,355

建 物 及 び 構 築 物 75,579 負 債 合 計 11,518,226

土 地 2,560 【純 資 産 の 部】

建 設 仮 勘 定 10,530 株 主 資 本 17,080,015

そ の 他 225,199 (資 本 金) 7,595,432

(無 形 固 定 資 産) 761,022 (資 本 剰 余 金) 7,806,932

の れ ん 98,464 (利 益 剰 余 金) 1,917,846

そ の 他 662,557 (自 己 株 式) △240,197

(投 資 そ の 他 の 資 産) 5,477,160 評価・換算差額等 421,037

投 資 有 価 証 券 4,994,799 (その他有価証券評価差額金) 467,802

繰 延 税 金 資 産 55,159 (為替換算調整勘定) △46,764

そ の 他 487,711 新 株 予 約 権 70,338

貸 倒 引 当 金 △60,509 少 数 株 主 持 分 809,008

純 資 産 合 計 18,380,399

資 産 合 計 29,898,625 負債・純資産合計 29,898,625

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



　

連 結 損 益 計 算 書

(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)
(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 58,132,558

売 上 原 価 50,224,393

売 上 総 利 益 7,908,164

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,517,017

営 業 利 益 1,391,147

営 業 外 収 益

受 取 利 息 106,221

受 取 配 当 金 4,491

そ の 他 22,772 133,485

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,648

保 険 料 4,997

投 資 事 業 組 合 運 用 損 32,472

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 12,687

株 式 交 付 費 償 却 6,452

そ の 他 8,323 67,582

経 常 利 益 1,457,051

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 63,870

持 分 変 動 利 益 14,919

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 5,427

製 品 保 証 引 当 金 戻 入 額 1,067

そ の 他 13,116
98,402

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 27,059

減 損 損 失 74,187

投 資 有 価 証 券 売 却 損 43,470

投 資 有 価 証 券 評 価 損 53,564

持 分 変 動 損 失 14,934

賞 与 引 当 金 繰 入 額 71,751

そ の 他 23,818 308,786

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,246,666

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 377,626

法 人 税 等 調 整 額 190,082 567,709

少 数 株 主 利 益 82,610

当 期 純 利 益 596,347

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



　

連結株主資本等変動計算書

(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)
（単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成21年12月31日残高 7,595,432 7,806,932 1,469,615 △240,197 16,631,783

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △148,116 △148,116

当 期 純 利 益 596,347 596,347

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

－

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

－ － 448,231 － 448,231

平成22年12月31日残高 7,595,432 7,806,932 1,917,846 △240,197 17,080,015

（単位：千円)

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成21年12月31日残高 12,177 △36,900 △24,723 43,105 726,453 17,376,619

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △148,116

当 期 純 利 益 596,347

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

455,625 △9,864 445,760 27,232 82,555 555,548

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

455,625 △9,864 445,760 27,232 82,555 1,003,780

平成22年12月31日残高 467,802 △46,764 421,037 70,338 809,008 18,380,399

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



　

連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数 ６社

　 連結子会社の名称

　 eMFORCE Inc.

　 株式会社クラシファイド

　 株式会社ホットリンク

　 クロスフィニティ株式会社

　 ソウルドアウト株式会社

　 株式会社モバイルファクトリー

　 前連結会計年度まで連結子会社でありました株式会社TradeSafeは、持分比率

　 の減少により連結子会社から持分法適用関連会社に変更しており、持分比率の減

　 少時までの損益計算書のみを連結しております。

　(2) 非連結子会社の名称

　 株式会社コンテンツワン

　 株式会社葵オプトビジュアルマーケティング

　 北京欧芙特信息科技有限公司

　 株式会社サーチライフ

　 次世代経営者応援基金2005投資事業有限責任組合

　 株式会社モディファイ

　 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を

及ぼしていないためであります。



　

２．持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数 １社

　 株式会社TradeSafe

　 前連結会計年度まで連結子会社でありました株式会社TradeSafeは、持分比率

　 の減少により連結子会社から持分法適用関連会社に変更しており、持分比率の減

　 少時までの損益計算書のみを連結しております。

　(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社等の名称

非連結子会社：株式会社コンテンツワン

株式会社葵オプトビジュアルマーケティング

北京欧芙特信息科技有限公司

株式会社サーチライフ

次世代経営者応援基金2005投資事業有限責任組合

株式会社モディファイ

関 連 会 社：株式会社メディアライツ

株式会社インハンズ

株式会社TAGGY

株式会社デジミホ

　 （持分法を適用しない理由）

　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体として重要性がないため、持分法の適用から除外して

おります。

　



　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

　 1. 満期保有目的の債券

　 償却原価法（定額法）を採用しております。

　 2. その他有価証券

　 時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定してお

ります。）

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法によっております。

　 投資事業有限責任組合等への出資

　入手可能な直近の決算書に基づき、組合の損益のうち当社の持分相当額

を加減する方法によっております。

　 ② たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 貯蔵品

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用しております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　 定率法によっております。

　但し、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）について

は定額法によっております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～18年

機械装置及び運搬具 ４年

工具器具及び備品 ３～15年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。但し、自社利用ソフトウェアについては社内利用

可能期間（主として５年）に基づく定額法によっております。

　 ③ リース資産

　 所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。



　

　(3) 重要な繰延資産の処理方法

　 株式交付費

　 ３年間で均等償却しております。

　(4) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

　賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の

支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

　 （追加情報）

　当社及び一部の連結子会社は、新人事制度の導入に伴う給与規定の改定によ

り、賞与の支給対象期間を従来の１月１日から６月30日まで及び７月１日から

12月31日までから、１月１日から12月31日までに変更しております。

　これにより、税金等調整前当期純利益は71,751千円減少しております。

　 ③ 製品保証引当金

　製品保証期間中における無償保証に備えて、過去の補修実績に基づき見積も

った将来の発生見込額を計上しております。

　 ④ 退職給付引当金

　一部の連結子会社において、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務の見込額を計上しております。

　(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。

　(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 ① 消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

　 ② 連結納税制度の適用

　 連結納税制度を適用しております。



　

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しておりま

す。

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　 のれんは、５年間で均等償却しております。

（表示方法の変更）

　 連結損益計算書

　前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含めておりました「減損損

失」は特別損失の総額の百分の十を超えることとなったため、当連結会計年度よ

り区分掲記しております。なお、前連結会計年度に特別損失に含めておりました

「減損損失」は、17,600千円であります。



　

（連結貸借対照表に関する注記）

１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　 投資有価証券 312,951千円

２．担保資産及び担保付債務

　(1) 担保に供している資産

　 現金及び預金（定期預金） 1,000千円

　(2) 上記に対応する債務

　 支払手形及び買掛金 5,942千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 521,194千円

４．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日のため、次の連結会計年度末日

満期手形が連結会計年度末残高に含まれております。

　 受取手形 5,990千円



　

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増 加 減 少 当連結会計年度末

発行済株式        

　普通株式（株） 149,316 ― ― 149,316

自己株式        

　普通株式（株） 1,200 ― ― 1,200

２．新株予約権に関する事項

区 分 内 訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株) 当連結会計
年度末残高
（千円）

前 連 結
会計年度末

増 加 減 少
当 連 結
会計年度末

当 社
ストックオプシ
ョンとしての新

株予約権
─ ― ― ― ― 70,338

合計 ― ― ― ― 70,338

３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総額（千円)

１株当たり
配当額（円)

基 準 日 効力発生日

平成22年３月30日
定 時 株 主 総 会

普通株式 148,116 1,000
平成21年
12月31日

平成22年
３月31日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配 当 金 の
総額（千円)

１株当たり
配当額（円)

基 準 日 効力発生日

 平成23年3月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金  148,116 1,000
平成22年

　12月31日
平成23年
　3月30日



　

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に関する取組方針

　 当社グループは、資金の状況及び金融市場の状況を鑑み、資金運用について

　 は安全性、流動性を重視した金融資産を購入しております。また、資金調達に

　 ついては安定性、経済性、機動性に配慮した手段を採用しております。

　 当社グループは、デリバティブ取引は行っておりません。

　(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

　 す。当該リスクに関しては当社グループの与信管理規定に従い、取引先ごとの

　 期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握

　 する体制としております。外貨建ての営業債権は、為替リスクに晒されており

　 ます。有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債権及び、当社グル

　 ープの業務上関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒され

　 ております。

　 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日

　 であります。外貨建ての営業債務は、為替リスクに晒されております。

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　 当社は、与信管理規定に従い営業債券について、取引開始時における与信

　 調査、回収状況の継続的なモニタリング、与信限度額の見直し等を実施して

　 おります。

　 ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　 投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状

　 況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見

　 直しております。

　 ③ 資金調達に係る流動性リスク

　 （支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　 当社グループは、財務担当部署において各社の短期の資金繰りを作成し、

　 流動性リスクを管理しております。

　(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

　 は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

　 動要因を織込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価

　 額が変動することがあります。



　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年12月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません

（（注２）参照）。

（単位：千円)

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

（１）現金及び預金 12,272,864 12,272,864 ― 

（２）受取手形及び売掛金 9,515,198 9,515,198 ― 

（３）有価証券及び投資有価証券

　 満期保有目的の債券 2,000,000 2,033,430 33,430

　 その他有価証券 3,131,635 3,142,089 10,453

資産計 26,919,698 26,963,582 43,883

（１）支払手形及び買掛金 9,154,841 9,154,841 ―

負債計 9,154,841 9,154,841 ―

デリバティブ取引 ― ― ―

　（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　 資産

　 （１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金

これらは、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

　 （３）有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、原則として株式は取引所の価格によっており、債券は

取引金融機関から提示された価格または元利金の合計額を残存期間及び信用リスク

を加味した利率で割り引いた現在価値によっております。また、譲渡性預金は短期

間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

　 負債

　 （１）支払手形及び買掛金

これらは、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。



　

　（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 637,232

投資事業有限組合責任及びそれに類する

組合への出資
184,367

その他の関係会社有価証券 41,563

合計 863,164

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、「（３）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

　

　（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円)

区分 １年以内
１年超

５年以内
５年超

10年以内
10年超

（１）現金及び預金 12,272,864 ― ―  ― 

（２）受取手形及び売掛金 9,515,198 ― ―  ― 

（３）有価証券及び投資有価
　 証券

　 １．債券

　 満期保有目的の債券 ─ ─ 2,000,000 ─

　 ２．その他

　 その他有価証券のうち
　 満期があるもの

1,000,000 400,000 ─ ─

合計 22,788,060 400,000 2,000,000 ─

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成

20年３月10日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。



　

（１株当たり情報に関する注記）

　 １株当たり純資産額 118,157円 75銭

　 １株当たり当期純利益 4,026円 22銭

（重要な後発事象に関する注記）

当社は、平成22年12月21日開催の取締役会において、カルチュア・コンビニ

エンス・クラブ株式会社との間で資本・業務提携契約を締結すること及び同社

を引受先とした第三者割当による自己株式の処分を行うことを決議し、平成23

年１月14日に払込手続が完了いたしました。

（1）理由 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社と当社の信頼関係を

構築し資本・業務提携を円滑に推進するため。

（2）処分株式数 普通株式 1,200株

（3）処分価額 1株につき 102,557円

（4）処分価額の総額 123,068,400円

（5）処分方法 第三者割当による処分

（6）処分先 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社

（7）払込期日 平成23年１月14日



　

貸 借 対 照 表

（平成22年12月31日現在）
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

【資 産 の 部】 【負 債 の 部】

流 動 資 産 20,170,656 流 動 負 債 9,738,285

現 金 及 び 預 金 10,252,751 買 掛 金 8,036,601

受 取 手 形 32,666 未 払 金 658,540

売 掛 金 8,015,078 未 払 費 用 301,550

有 価 証 券 1,000,000 未 払 法 人 税 等 100,900

前 渡 金 17,154 未 払 消 費 税 等 295,553

前 払 費 用 1,388 前 受 金 39,961

繰 延 税 金 資 産 168,021 預 り 金 92,231

立 替 金 174,730 賞 与 引 当 金 207,813

関係会社短期貸付金 150,000 そ の 他 5,132

未 収 入 金 484,308 固 定 負 債 242,355

そ の 他 83,085 繰 延 税 金 負 債 242,355

貸 倒 引 当 金 △208,528

固 定 資 産 7,203,592

(有 形 固 定 資 産) 261,891

建 物 及 び 構 築 物 69,915 負 債 合 計 9,980,640

工 具 器 具 備 品 180,904

土 地 2,560 【純 資 産 の 部】

建 設 仮 勘 定 8,511 株 主 資 本 16,855,467

(無 形 固 定 資 産) 530,748 (資 本 金) 7,595,432

商 標 権 1,557 (資 本 剰 余 金) 7,806,932

ソ フ ト ウ ェ ア 518,323 　資 本 準 備 金 6,806,932

ソフトウェア仮勘定 5,528 　そ の 他 資 本 剰 余 金 1,000,000

電 話 加 入 権 722 ( 利 益 剰 余 金 ) 1,693,299

そ の 他 4,616 その他利益剰余金 1,693,299

(投 資 そ の 他 の 資 産) 6,410,952 繰越利益剰余金 1,693,299

投 資 有 価 証 券 4,681,848 ( 自 己 株 式 ) △240,197

関 係 会 社 株 式 1,338,796 評価・換算差額等 467,802

その他の関係会社有価証券 41,563 その他有価証券評価差額金 467,802

関係会社長期貸付金 10,000

破 産 更 生 債 権 等 12,746 新 株 予 約 権 70,338

長 期 前 払 費 用 2,742

敷 金 及 び 保 証 金 335,394

貸 倒 引 当 金 △12,139

純 資 産 合 計 17,393,608

資 産 合 計 27,374,249 負債・純資産合計 27,374,249

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



　

損 益 計 算 書

(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)
(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 50,785,210

売 上 原 価 45,381,477

売 上 総 利 益 5,403,732

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,545,175

営 業 利 益 858,556

営 業 外 収 益

受 取 利 息 17,064

有 価 証 券 利 息 88,275

受 取 配 当 金 4,491

業 務 受 託 料 24,239

そ の 他 14,566 148,636

営 業 外 費 用

投 資 事 業 組 合 運 用 損 32,472

株 式 交 付 費 償 却 6,341

そ の 他 6,385 45,199

経 常 利 益 961,993

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 63,870

そ の 他 11,031 74,901

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 20,051

減 損 損 失 48,278

投 資 有 価 証 券 評 価 損 157,072

投 資 有 価 証 券 売 却 損 43,470

賞 与 引 当 金 繰 入 額 64,985

そ の 他 20,218 354,077

税 引 前 当 期 純 利 益 682,817

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 104,121

法 人 税 等 調 整 額 260,001 364,123

当 期 純 利 益 318,694

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



　

株主資本等変動計算書

(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)
（単位：千円)

 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

平成21年12月31日残高 7,595,432 6,806,932 1,000,000 7,806,932 1,522,721 1,522,721

事業年度中の変動額          

新 株 の 発 行          

剰 余 金 の 配 当         △148,116 △148,116

当 期 純 利 益         318,694 318,694

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額 ( 純 額 )

         

事業年度中の変動額合計 - - - - 170,578 170,578

平成22年12月31日残高 7,595,432 6,806,932 1,000,000 7,806,932 1,693,299 1,693,299



　

（単位：千円)

 

株 主 資 本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式

株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成21年12月31日残高 △240,197 16,684,889 12,177 12,177 43,105 16,740,172

事業年度中の変動額        

新 株 の 発 行   -       -

剰 余 金 の 配 当   △148,116       △148,116

当 期 純 利 益   318,694       318,694

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額 ( 純 額 )

  - 455,625 455,625 27,232 482,857

事業年度中の変動額合計 - 170,578 455,625 455,625 27,232 653,435

平成22年12月31日残高 △240,197 16,855,467 467,802 467,802 70,338 17,393,608

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



　

個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　 満期保有目的の債券

　 償却原価法（定額法）を採用しております。

　 子会社及び関連会社株式

　 移動平均法による原価法を採用しております。

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。）

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法によっております。

　 投資事業有限責任組合等への出資

　入手可能な直近の決算書に基づき、組合の損益のうち当社の持分相当額を

加減する方法によっております。

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　 定率法によっております。

但し、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）について

は定額法によっております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～18年

工具器具備品 ３～15年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

　但し、自社利用ソフトウェアについては社内利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

　 ③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリース取引開始日が平

成20年12月31日以前のものについては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。



　

　(3) 繰延資産の処理方法

　 株式交付費

　 ３年間で均等償却しております。

　(4) 引当金の計上基準

　 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

　 賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の

支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

　 （追加情報）

当社は、新人事制度の導入に伴う給与規定の改定により、賞与の支給対象期

間を従来の１月１日から６月30日まで及び７月１日から12月31日までから、１

月１日から12月31日までに変更しております。

　これにより、税引前当期純利益は64,985千円減少しております。

　(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 ① 消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

　 ② 連結納税制度の適用

　 連結納税制度を適用しております。

　（表示方法の変更）

　 貸借対照表

前事業年度において、流動資産「その他」に含めておりました「未収入金」

は資産の総額の百分の一を超えることとなったため、当事業年度より区分掲記

しております。なお、前事業年度に流動資産の「その他」に含めておりました

「未収入金」は、182,426千円であります。



　

（貸借対照表に関する注記）

１．担保資産及び担保付債務

　(1) 担保に供している資産

　 現金及び預金（定期預金） 1,000千円

　(2) 上記に対応する債務

　 買掛金 5,942千円

２．関係会社に対する資産及び負債

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

　 売掛金 3,665,693千円

　 未収入金 365,304千円

　 買掛金 669,304千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 403,795千円

４．偶発債務

　子会社の仕入先に対する買掛金408,194千円について債務保証を行っております。

５．事業年度末日満期手形

　事業年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当事業年度末日が金融機関の休日のため、次の事業年度末日満期手形が事業

年度末残高に含まれております。

　 受取手形 5,990千円



　

（損益計算書に関する注記）

　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

　 営業取引

　 売上高 23,740,426千円

　 営業取引以外の取引

　 受取利息 1,844千円

　 業務受託料 22,139千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増 加 減 少 当事業年度末

自己株式

　普通株式（株） 1,200 － － 1,200



　

（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

　貸倒引当金繰入限度超過額 63,050千円

　賞与未払金 84,538千円

　株式報酬費用 28,613千円

　未払事業税 12,524千円

　投資有価証券評価損 207,066千円

　投資簿価修正額 50,565千円

　その他 23,114千円

　 繰延税金資産小計 469,473千円

　評価性引当額 △280,583千円

　繰延税金資産合計 188,889千円

　繰延税金負債  

　その他有価証券評価差額金 △263,223千円

　繰延税金負債合計 △263,223千円

　繰延税金資産の純額 △74,333千円

(注) 繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含まれております。
流動資産・繰延税金資産 168,021千円

固定負債・繰延税金負債 242,355千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主

な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

 (調整）  

　交際費等の損金不算入額 1.1％

　株式報酬費用 1.6％

　住民税均等割 1.4％

　評価性引当額の増減額 7.7％

　その他 0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.3％



　

（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等

種類
会社等
の名称

所在地

資本金
又は
出資金

(百万円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社

株式会社
電通
（株 式会
社電通デ
ジタル・
ホールデ
ィングス
の親会社）

東京都
港区

58,967 広告業

―
(被所有
間接

20.5％)

営業取引

役員の兼任

広告売上
取引
(注2)

23,189,983 売掛金 3,577,715

広告媒体
の仕入取
引(注2)

2,786,574 買掛金 567,699

　(注１) 取引金額には消費税等は含まれておりません。
　(注２) 取引金額については、市場価格等を勘案したうえで決定しております。

２．子会社等

種類
会社等
の名称

所在地

資本金
又は
出資金

(百万円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
株式会社
クラシフ
ァイド

東京都
千代田区

119

クラシフ
ァイド広
告 の 企
画・販売

66.0％
(―)

債務保証
債務保証
(注)

408,194 ― ―

　(注) 株式会社クラシファイドの仕入取引の一部について連帯保証を行っております。

３．兄弟会社等

種類
会社等
の名称

所在地

資本金
又は
出資金

(百万円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社
の子会社

株式会社
サ イ バ
ー・コミ
ュニケー
ションズ
(株式会社
電通の子
会社)

東京都
港区

2,457
インター
ネット広
告事業

―
(0.0)

営業取引
広告媒体
の仕入取
引(注2)

20,958,521 買掛金 3,469,146

その他の
関係会社
の子会社

株式会社
DAサーチ
＆リンク
(株式会社
電通の子
会社)

東京都
港区

400
インター
ネット広
告事業

―
(―)

営業取引
広告媒体
の仕入取
引(注2)

1,456,300 買掛金 265,353

　(注１) 取引金額には消費税等は含まれておりません。
　(注２) 取引金額については、市場価格等を勘案したうえで決定しております。



　

（１株当たり情報に関する注記）

　 １株当たり純資産額 116,967円 45銭

　 １株当たり当期純利益 2,151円 65銭

（重要な後発事象に関する注記）

当社は、平成22年12月21日開催の取締役会において、カルチュア・コンビニ

エンス・クラブ株式会社との間で資本・業務提携契約を締結すること及び同社

を引受先とした第三者割当による自己株式の処分を行うことを決議し、平成23

年１月14日に払込手続が完了いたしました。

（1）理由 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社と当社の信頼関係を

構築し資本・業務提携を円滑に推進するため。

（2）処分株式数 普通株式 1,200株

（3）処分価額 1株につき 102,557円

（4）処分価額の総額 123,068,400円

（5）処分方法 第三者割当による処分

（6）処分先 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社

（7）払込期日 平成23年１月14日

（連結配当規制適用会社に関する注記）

　該当事項はありません。



　

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成23年２月23日

株式会社オプト

　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 笛 木 忠 男 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂 井 知 倫 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社オプトの平成22

年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に

ついて監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表

示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、株式会社オプト及び連結子会社から成る企業

集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以上



　

会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成23年２月23日

株式会社オプト

　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 笛 木 忠 男 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂 井 知 倫 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オプトの

平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第17期事業年度の計算書類、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ

の附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明

細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明

細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以上



　

監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第17期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が

作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等

及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門、その

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席

し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100

条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制

システム）の状況を監視及び検証いたしました。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及

び同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子

会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適

正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に

基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明

細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

２．監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締

役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

四 事業報告に記載されている株式会社の財務及び事業方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、

指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基

本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的

とするものではないと認めます。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　 会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成23年２月24日

株式会社オプト 監査役会
常勤監査 役
(社外監査役)

石 崎 信 明 ㊞

社外監査 役 小 川 由 紀 夫 ㊞
社外監査 役 呉 雅 俊 ㊞
社外監査 役 山 上 俊 夫 ㊞

(注) 監査役石崎信明氏、監査役小川由紀夫氏、監査役呉雅俊氏及び監査役山上俊夫氏は、会社法第
２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以 上



　

株主総会参考書類

　第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　第17期の期末配当につきましては、当期の業績や資金ニーズ等を勘案し、

以下のとおりといたしたいと存じます。

　 ① 配当財産の種類

　 金銭といたします。

　 ② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金1,000円といたしたいと存じます。

　 なお、この場合の配当総額は、148,116,000円となります。

　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成23年３月30日といたしたいと存じます。

　第２号議案　取締役９名選任の件

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。また、

当社経営基盤の強化を図るため２名増員し、取締役９名の選任をお願いするも

のであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況)

所有する
当社株式数

1
鉢 嶺 登

(昭和42年６月22日生)

平成３年４月 森ビル㈱入社

23,498株

平成６年３月 ㈲デカレッグス〈現在の当社〉設立

同社代表取締役社長

平成13年３月 当社代表取締役社長CEO

平成18年１月 当社代表取締役社長CVO

平成20年３月 当社代表取締役会長CVO

平成21年３月 当社代表取締役社長CEO〈現任〉

2
海老根 智 仁

(昭和42年８月30日生)

平成３年４月 ㈱大広入社

9,312株

平成11年９月 当社入社

平成13年３月 当社代表取締役COO

平成18年１月 当社代表取締役CEO

平成19年１月 北京欧芙特信息科技有限公司董事長
〈現任〉

平成20年３月 当社代表取締役社長CEO

平成21年３月 当社取締役会長CSO

平成22年３月 当社取締役会長〈現任〉



　

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況)

所有する
当社株式数

3
野 内 敦

(昭和42年12月21日生)

平成３年４月 森ビル㈱入社

5,654株

平成８年10月 当社入社

平成11年３月 当社取締役

平成15年２月 当社取締役事業本部長

平成16年２月 当社取締役CMO

平成17年５月 ㈱クラシファイド代表取締役社長
〈現任〉

平成18年１月 当社取締役COO

平成22年３月 当社取締役〈現任〉

4
石 橋 宜 忠

(昭和42年７月31日生)

平成４年４月 等松・トウシュロス コンサルティ
ング㈱入社
〈現デロイト トーマツ コンサルテ
ィング㈱〉 147株

平成16年１月 川瀬産業㈱入社

平成20年４月 当社執行役員CFO

平成21年３月 当社取締役CFO〈現任〉

5
岩 切 隆 吉

(昭和53年4月16日生)

平成13年４月 ㈱エフアンドエム入社

４株

平成15年９月 当社入社

平成18年１月 コンテンツ本部企画部長

平成18年７月 ＳＥＭ本部コンサルティング部長

平成19年８月 クロスフィニティ㈱代表取締役社長
〈現任〉

平成22年１月 当社執行役員〈現任〉

6
大 山 俊 哉

(昭和34年６月28日生)

昭和59年４月 ㈱電通入社
同社東京本社セールスプロモーショ
ン局

0株

平成12年４月 同社ラジオ局企画業務推進部長

平成19年10月 同社インタラクティブ・コミュニケ
ーション局次長

平成20年７月 同社インタラクティブ・メディア局
次長

平成21年３月 当社社外取締役〈現任〉

平成21年７月 ㈱電通インタラクティブ・メディア
局次長 エグゼクティブ・プロジェ
クト・マネージャー

平成22年１月

平成22年１月

同社デジタル・ビジネス局 専任局
長〈現任〉
㈱電通デジタル・ホールディングス
執行役員〈現任〉

7
大久保 克 彦

(昭和41年９月６日生)

平成４年４月 ㈱長銀総合研究所入社

0株

平成14年９月 ㈱電通入社

平成21年４月 同社ビジネス統括局企画調査部長

平成22年１月 同社デジタル・ビジネス局事業戦略

部長

平成22年１月 ㈱電通デジタル・ホールディングス

取締役執行役員

平成22年６月 同社取締役常務執行役員最高財務責

任者〈現任〉



　

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況)

所有する
当社株式数

8
中 村 利 江

(昭和39年12月16日生)

昭和63年４月 ㈱リクルート入社

0株

平成10年１月 ㈱ハークスレイ入社

平成14年１月 夢の街創造委員会㈱代表取締役社長

平成21年９月 カルチュア・コンビニエンス・クラ
ブ㈱顧問

平成21年11月

平成22年４月

平成22年６月

夢の街創造委員会㈱代表取締役会長
〈現任〉
カルチュア・コンビニエンス・クラ
ブ㈱ネット事業本部長
同社取締役兼ネット事業本部長〈現
任〉

9
粕 谷 進 一

(昭和46年１月14日生)

平成元年４月
平成10年３月

山一證券㈱入社
㈱レントラックジャパン入社

0株

平成14年６月 同社取締役

平成19年３月 ㈱TSUTAYA〈現在のカルチュア・コ
ンビニエンス・クラブ㈱〉取締役
管理本部長

平成21年６月

平成21年６月

カルチュア・コンビニエンス・クラ
ブ㈱取締役CSO
夢の街創造委員会㈱監査役〈現任〉

平成22年４月 カルチュア・コンビニエンス・クラ
ブ㈱取締役CFO兼事業支援本部長
〈現任〉

(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はございません。
2. 大山俊哉氏、大久保克彦氏、中村利江氏及び粕谷進一氏は、社外取締役候補者であります。
3. 大山俊哉氏は、㈱電通に長年在籍し、インターネット分野を含む広告会社のメディア・コ

ンテンツビジネスに関する豊富な知識・経験と幅広い見識を有していることから、当社の
社外取締役として適任であると判断しております。なお、同氏の当社社外取締役就任期間
は本総会終結の時をもって２年となります。

4. 大久保克彦氏は、電通グループのデジタル・ビジネス領域における事業戦略に長年携わっ
ており豊富な経験と幅広い見識を有していることから、当社の社外取締役として適任であ
ると判断しております。

5. 中村利江氏は、カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱を含めた役員を務められており、
経営者としての豊富な経験とインターネット分野を含む幅広い見識を有していることから、
当社の社外取締役として適任であると判断しております。

6.  粕谷進一氏は、カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱を含めた役員を務められており、
経営者としての豊富な経験と財務知識・経験と幅広い見識を有していることから、当社の
社外取締役として適任であると判断しております

7. 社外取締役との責任限定契約の内容の概要は以下のとおりであります。
当社は大山俊哉氏との間で、当社定款に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任につ
いて、その損害賠償責任を法令の定める最低責任限度額を限度として限定する契約を締結
しております。
　なお、大山俊哉氏の再任が承認された場合には、当該責任限定契約を継続し、また、大
久保克彦氏、中村利江氏及び粕谷進一氏の選任が承認された場合は、各氏と同様の責任限
定契約を締結する予定であります。



　

第３号議案 当社株式に対する大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）継続の

件

　当社は、平成22年３月30日の第16回定時株主総会にて、「当社株式に対する大

規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」（以下「本施策」といいます。）につ

いて、平成23年３月31日を期限として継続する旨を決議しておりますが、本施

策を平成23年４月１日から平成24年３月31日まで継続することにつき、ご承認

をお願いするものであります。

　なお、当社社外監査役４名のいずれの監査役も本施策の具体的運用が適正に

行われることを条件として、本施策の導入に賛同する旨の意見を述べておりま

す。



　

【本施策のフローチャート】

　本チャートは、あくまで大規模買付ルールに対する理解に資することのみを目的と

して参考に作成されています。本施策の詳細については、2．本施策の内容をご参照く

ださい。

※１ 取締役会評価期間は原則として、60日又は90日以内としますが、当社取締役会は必要がある場
合には、これを延長することがあります。

※２ 経営評価委員会は、当社取締役会に対して対抗措置の発動が適当か否か、又は、当社の企業価
値もしくは株主共同の利益の維持・向上に資するものではないと疑われるため、対抗措置の発
動について最終的に株主意思を確認するのが適当である旨を勧告し、当社取締役会は、この勧
告を最大限尊重して、対抗措置の発動に関して決議を行います。また、必要に応じて株主の皆
様の意思を確認いたします。



　

1. 本施策導入の目的

　当社取締役会は、当社が株式を公開している、いわゆる上場企業である以上、当

社株式の自由な売買がなされることは至極当然であるとの認識のもと、もし当社株

式に対して、大規模買付行為を行う特定株主グループが出現したとしても、その大

規模買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有

する株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えております。

　しかしながら、後述するように、株主の皆様が当社株式の売却を行うか否かを判

断するにあたっては、十分な情報が株主の皆様に提供されることが極めて重要であ

り、もし十分な情報提供がなされない場合には、株主の皆様の利益を大きく毀損す

る恐れがあると考えております。

　従いまして、当社取締役会としましては、株主の皆様の適切な判断に資するため、

大規模買付行為に関する情報が大規模買付者から提供された後、これを評価・検討

し、また、経営評価委員会の勧告を受けて取締役会としての意見を形成したのちに

それらを開示し、さらに、必要に応じて株主意思を確認の上、大規模買付者と交渉

したり、株主の皆様へ代替案を提示することが、取締役会として当然の責務である

と考えております。

　加えて、当社はインターネット広告を中心としたeマーケティング事業（顧客のイ

ンターネット上でのマーケティング活動を支援する事業）を展開しており、下記の

ような事業特性を前提とした経営のノウハウ、ならびにインターネットやマーケテ

ィングに関する知識・経験を有する従業員、取引先等のステークホルダーとの間に

築かれた関係等が重要であり、これらへの理解が当社の企業価値の維持・向上には

不可欠であると考えております。現在の主な事業分野は広告代理事業分野、ソリュ

ーション事業分野、その他事業分野、コンテンツ事業分野となっております。

　広告代理事業分野においては、単体のインターネット広告の取り扱い（広告代理）

のほか、連結子会社の株式会社クラシファイドがYahoo!不動産新築物件情報などの

クラシファイド広告の取り扱い、ソウルドアウト株式会社が中堅・ベンチャー企業

向けにインターネット広告の取り扱いを行っております。同事業において、取り扱

う広告は純広告や検索リスティング広告、モバイル広告など多岐にわたります。ま

た、インターネット広告市場の拡大、インターネットを利用したコミュニケーショ

ンや購買が定着するなか、顧客の大型化やニーズの複雑化・高度化が進展しており、

当社がこれまで培ったインターネット広告における企画提案力や顧客・取引先との

関係性などは当事業分野に必須な要素であります。

　

　ソリューション事業分野においては、単体がインターネット広告の効果測定機能

やサイト内解析機能などのeマーケティングを支援するシステム「ADPLAN」シリーズ

の開発販売のほか、広告制作（クリエイティブ）、WEBサイト開発などの提供を行っ



　

ております。また、連結子会社のクロスフィニティ株式会社がSEOサービス、株式会

社ホットリンクがeマーケティングを支援する各種ソリューションを提供しておりま

す。同事業において、「ADPLAN」シリーズは顧客から高い信頼を得ており、その開

発・運用販売にはインターネット広告の効果測定やサイト内解析などに関する専門

的な知識・見識及び開発・運用に関わるノウハウが求められます。広告制作、WEBサ

イト開発については、クリエイティブ分野における深い見識と理解、また制作時に

必要な様々なインターネット上でのノウハウが求められます。SEO（検索エンジン最

適化）サービスや各種ソリョーションの提供においては、専門性の高いコンサルテ

ィングノウハウが求められます。

　

　その他事業分野においては、比較サイト運営のほか、韓国のインターネット広告

会社eMFORCE Inc.による広告代理事業を展開しています。同事業において、比較サ

イト運営にはサイト上で比較するサービスや商品に対する知識や運用に関するノウ

ハウが必要とされています。韓国での広告代理事業展開には、同国の広告市場につ

いての知識・見識などが必要とされます。通販サイトへの信頼性認証サービスにつ

いては、通販市場における企業と消費者双方に対する理解力とサービス提供に関す

るノウハウが求められます。

　コンテンツ事業分野においては、株式会社モバイルファクトリーが着メロ、占い、

ゲームなどのモバイルコンテンツおよびソーシャルアプリの企画開発・提供を行っ

ております。同事業において、モバイルコンテンツおよびソーシャルアプリの企

画・開発には、専門的な知識・見識及び開発に関するノウハウが求められます。

　このような当社の事業に対する理解なくして当社の企業価値の把握は困難であり、

株主の皆様が大規模買付者による大規模買付行為を評価・検討するに際しては、大

規模買付者から一方的に提供される情報のみならず、現に当社の経営について株主

の皆様から委任を受けており、当社の事業特性を十分理解している当社取締役会の

評価・意見等も含めた十分な情報が提供されることが必要不可欠と考えております。

　以上の考え方に基づき、当社取締役会としては、以下の内容の大規模買付行為に

おける一定のルールを策定いたしました。かかるルールに則り、当社取締役会は、

株主の皆様が大規模買付行為に対する判断を行うために必要かつ十分な情報を収

集・提供し、また、適宜、経営評価委員会の勧告とあわせて、これを評価・検討し

て取締役会としての意見をまとめて公表することとし、さらに、大規模買付者に対

して大規模買付ルールの順守を求め、大規模買付者が大規模買付ルールを順守しな

い場合、又は、大規模買付ルールに則っていたとしても、大規模買付行為が株主の

皆様の共同の利益を著しく損なう場合等には、必要に応じて株主意思を確認の上、



　

当社取締役会がその時点で適切と考える一定の措置を講じることができるものとい

たします。

　一般に、大規模買付行為に対する取締役会の対応によっては、本施策のような施

策が現経営陣の保身に利用され、また、不当に株主の株式売却に対する自由を妨害

することにつながるという弊害も指摘されているところでありますが、本施策は、

あくまで株主の皆様が自由な意思決定を行うための前提として必要な情報・機会を

確保することを目的として、それに必要かつ相当なルールを設定するものであり、

かかる弊害は生じないものと考えております。

2. 本施策の内容

　(1) 大規模買付ルール

　 ［1］取締役会に対する情報提供

　大規模買付ルールの対象となる行為は、特定株主グループ（注１）の議決権

割合（注２）を20％以上とすることを目的とする当社株券等（注３）の買付行

為又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等

の買付行為（いずれについても、あらかじめ当社取締役会が同意したものを除

き、また市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法を問いません。以下、か

かる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規

模買付者」といいます。）とします。

　まず、大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対し、

次の各号に定める事項等を記載し又は記載した資料を添付した「大規模買付意

向表明書」（以下「意向表明書」といいます。）を提出して頂きます。これは、

当該大規模買付行為に関し、株主が適切な判断を行い、かつ当社取締役会が適

切な評価・検討を行うことを目的としております。

① 大規模買付者の名称（商号／氏名）、本店所在地／住所、設立準拠法、代表

者の氏名、日本国内の連絡先

② 大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）の概要

（沿革、役員構成、主要業務、主要株主、グループ組織図、直近３ヵ年の有

価証券報告書又はこれに相当する書面、連結財務諸表を含む。）

③ 大規模買付行為の目的及び具体的内容

④ 大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）の株券等

保有割合及び保有株券等の数

⑤ 大規模買付行為における当社株券等の取得価格の算定根拠（算定の前提と

なる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報等）、取得資金の裏付

け、ならびに資金調達の具体的内容及び条件



　

⑥ 大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）が当社の

経営権を取得した場合における、経営方針、経営計画、事業計画、財務政

策、資本政策、配当政策、経営権取得後３年間の経営・財務諸表の目標数

値及び算出根拠、ならびに役員候補者及びその略歴

⑦ 大規模買付行為の実行に際しての、第三者との意思連絡の有無及び意思連

絡がある場合におけるその内容

⑧ 大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）と当社の

主要取引先との間の従前の取引関係及び競合関係

⑨ 大規模買付行為実行後における、大規模買付者のグループ内における当社

の役割

⑩ 当社の従業員、主要取引先、顧客その他の当社の利害関係者との関係につ

いて、大規模買付行為実行後に予定する変更の内容

⑪ 現金以外の対価をもって大規模買付行為を行う場合における対価の価額に

関する情報

⑫ 意向表明書の記載内容が重要な点において真実かつ正確であり、重要な事

実につき誤解を生ぜしめる記載又は記載の欠落を含まない旨の、責任者に

よる宣誓

⑬ 既存の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策

⑭ その他、当社取締役会が合理的に必要と判断し、提出を求める情報

　なお、大規模買付者が提出した意向表明書に記載された情報が不十分である

と認められる場合、その他当社取締役会が必要と判断する場合、当社取締役会

が、大規模買付者に対し追加的に情報提供を求めることがあります。また、大

規模買付者が提出した意向表明書に記載された情報は、株主の判断に必要かつ

適切と認められる範囲において、当社取締役会が必要かつ適切と判断した時点

で、その全部又は一部を開示いたします。

　 ［2］取締役会における評価及び検討

　大規模買付者には、意向表明書による当社取締役会に対する情報提供を完了

した日から60日間（大規模買付行為が、現金のみを対価とする公開買付けによ

る当社全株式の買付けの場合）又は90日間（その他の大規模買付行為の場合）

（以下「取締役会評価期間」といいます。）が経過するまでは、大規模買付行為

を行わないこととして頂きます。これは、株主共同の利益のため、当社取締役

会に、意向表明書の評価及び検討、大規模買付者との交渉及び協議、大規模買

付行為に関する意見形成、株主に対する代替的提案の作成及び提示等を行う機

会を与えて頂くためです。なお、大規模買付行為の態様により、当社取締役会

はかかる取締役会評価期間を延長することができるものとします。

　当社取締役会は、取締役会評価期間中、経営評価委員会に諮問し、また、必

要に応じて弁護士、公認会計士及び投資銀行等の外部専門家等の助言を得なが



　

ら、意向表明書によって提供された情報の評価及び検討を行い、当該大規模買

付行為又は当該大規模買付者の提案に係る経営方針等についての当社取締役会

としての意見を慎重に取り纏めます。かかる意見の取り纏めに際しては、当該

大規模買付行為が株主共同の利益を向上させるものか否かという観点から、買

付条件、当該大規模買付行為が株主共同の利益に与える影響等について当該大

規模買付者による提案の内容や当該大規模買付者の属性・資力等を勘案いたし

ます。

　また、当該大規模買付行為に関する条件の改善により当該大規模買付行為が

株主共同の利益に資するものとなる可能性があると、当社取締役会が判断した

場合には、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交

渉及び協議を行い、必要に応じて、当社取締役会として、株主に対し、当社の

経営方針等についての代替的提案を提示することもあります。

　 ［3］株主意思確認のための株主総会

　当社取締役会は、大規模買付者から受領した情報を分析・検討した結果、大

規模買付者による大規模買付行為後の経営方針及び事業計画等が不合理である

と疑われる場合、当社取締役会の経営方針及び事業計画等（大規模買付者によ

る大規模買付後の経営方針及び事業計画等に対する代替案を含みます。）に劣る

と疑われる場合、その他当社の企業価値又は株主共同の利益の維持・向上に資

するものではないと疑われる場合には、直ちにその旨を公表し、速やかに株主

意思の確認のための株主総会を招集して、対抗措置の発動の要否に関する議案

を付議します（但し、実務上の手続等を勘案して、既に開催することが予定さ

れている株主総会において付議することが、より迅速かつ適切であると判断す

る場合には、当該株主総会において議案を付議します。）。なお、当社取締役会

は、経営評価委員会の勧告（後記(3)）を最大限尊重して当該検討を行った結

果、株主総会を開催することなく対抗措置を発動する場合があります。

　 ［4］大規模買付行為の開始可能時期

　大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後（株主意思確認のための株主

総会が招集された場合には、当該株主総会において対抗措置の発動に関する議

案が否決された後）にのみ開始することができるものとします。

　 ［5］企業価値を低下させる買収に該当しないと判断した場合

　当社取締役会は、上記［2］の評価・検討の結果、あるいは、それ以前であっ

ても、大規模買付者による大規模買付行為が当社の企業価値又は株主共同の利

益を著しく低下させる買収には該当しないと判断した場合は、対抗措置を発動

しない旨を直ちに決議し公表します。



　

　(2) 大規模買付行為への対応方針

　 ［1］大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合

　大規模買付者が大規模買付ルールに定める手続に従うことなく大規模買付行

為を行った場合、当社取締役会は、株主に対する無償割当の方法による新株予

約権の発行、その他会社法等の法令及び当社定款によって認められる相当な大

規模買付対抗措置を決議することができるものとします。大規模買付対抗措置

として発行されうる新株予約権の募集事項の概要は、別紙１に定めるとおりと

します。この新株予約権には、議決権割合が一定以上である特定株主グループ

に属さないことなどの行使条件を付する場合があります。

　 ［2］大規模買付者が大規模買付ルールを順守した場合

　大規模買付者が大規模買付ルールを順守した場合、当社取締役会は、仮に当

該大規模買付行為に反対であったとしても、代替案の提示、大規模買付者との

交渉、当社株主の皆様への説得等を行う可能性はあるものの、原則として、当

該大規模買付行為に対する対抗措置をとることはいたしません。

　もっとも、大規模買付ルールが順守されている場合であっても、当該大規模

買付行為が当社の企業価値又は当社株主共同の利益を著しく低下させると合理

的に判断される場合、当社取締役会は、大規模買付者が大規模買付ルールを順

守しない場合と同様の大規模買付対抗措置を決議することができるものとしま

す。

（ⅰ）当該大規模買付行為の目的が、真に会社経営に参加する意思がないにもか

かわらず、株価をつり上げて高値で株券等を当社関係者に引き取らせるこ

とにある場合（いわゆるグリーンメイラーの場合）

（ⅱ）当該大規模買付行為の目的が、主として、当社の事業経営上必要な動産、

知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先、顧客等その他の当社

の資産を当該大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含

む。）に移譲させること（いわゆる焦土化経営）にある場合

（ⅲ）強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段

階目の買付条件を不利に設定し、又は明確にしないで、公開買付等の株式

買付を行うことをいいます。）等株主に株式の売却を事実上強要するおそれ

のある買付である場合

（ⅳ）当該大規模買付行為の目的が、主として、当社の資産の全部又は重要な一

部を当該大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）

の債務の担保や弁済原資として流用することにある場合

（ⅴ）当該大規模買付行為の目的が、主として、当社の保有する事業設備の全部

又は重要な一部の譲渡、賃貸、担保供与その他の処分にある場合

（ⅵ）当該大規模買付行為の目的が、主として、会社経営を一時的に支配して、

当社の所有する有価証券等の高額資産等を売却等処分させ、その処分利益



　

をもって一時的な高配当をさせるか、又は一時的高配当による株価の急上

昇の機会を狙って株券等の高価売り抜けをすることにある場合

（ⅶ）いわゆる反社会的勢力（犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ『企業が反社会的

勢力による被害を防止するための指針』において定義される「反社会的勢

力」を指し、以下同様とします。）又は反社会的勢力の支配・関与を受けた

個人・団体による大規模買付行為である場合

（ⅷ）大規模買付者による大規模買付行為後の経営方針及び事業計画が著しく不

合理であると判断される場合

（ⅸ）当社取締役会の経営方針及び事業計画（大規模買付者による大規模買付行

為後の経営方針及び事業計画に対する代替案を含みます。）に著しく劣ると

判断される場合

　また、株主意思確認のための株主総会において、対抗措置の発動が承認され

た場合にも、大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合と同様の大規

模買付対抗措置を発動することができるものとします。

　(3) 大規模買付対抗措置の発動の手続

　当社取締役会は、大規模買付者から必要な情報が提供された場合、速やかに取

締役会から独立した組織として設置される経営評価委員会にかかる情報を上程し、

当社取締役会に対して対抗措置の発動が適当か否か、あるいは発動の適否の判断

が困難なので最終的に株主意思を確認するのが適当であるか否かを諮問します。

　経営評価委員会は、当社取締役会からの諮問に基づき、外部専門家の助言を受

けるなどしながら意見を取りまとめ、当社取締役会に対して対抗措置の発動が適

当か否か、対抗措置（現段階で想定されるものとしては、別紙１のとおりですが、

経営評価委員会は、これに限ることなく、会社法上許される措置のなかで、最適

なものを勧告します。）として適当なものは何か、あるいは発動の適否の判断が困

難なので最終的に株主意思を確認するのが適当であるか否かを勧告し、当社取締

役会は、この勧告を開示した上で、この勧告を最大限尊重して、対抗措置を発動

するか否か又は株主総会の招集に関して決議を行います。なお、当社取締役会が

経営評価委員会に諮問して勧告を受けるまでの期間は、(1)［2］に定める取締役

会評価期間に含まれます。

　経営評価委員会の概要及び経営評価委員会の委員の略歴は別紙２のとおりです。

　(4) 本施策の有効期限ならびに廃止及び変更

　本施策は、当社第17回定時株主総会において、本ルールの導入をお諮りするこ

とにより、株主の皆様のご信任を得た上で導入するものとします。

　そして、本施策は、当社第17回定時株主総会決議の日より継続を開始し、その

有効期限は、特段の事情のない限り、平成24年３月31日までといたします。本施

策を継続するか否かについては、平成24年３月開催予定の当社第18回定時株主総

会に議案として上程し、審議・決定いたします。また、当社取締役会は、企業価



　

値及び株主共同の利益の維持向上の観点から、必要に応じて廃止を含め適宜本施

策の内容を変更してまいりたいと存じます。

　上記のとおり、本施策は当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締

役会によりいつでも廃止することができるものとされており、当社の株券等を大

量に買い付けようとする者が、自己の指名する取締役を当社株主総会で選任し、

かかる取締役で構成される取締役会により、本施策を廃止することが可能です。

したがって、デッドハンド型の買収防衛策（取締役の構成員の過半数を交代させ

てもなお、その発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は、

平成18年９月28日開催の臨時株主総会における決議に基づき定款変更を行い、取

締役任期を一年とし期差任期制を採用していないため、本施策はスロー・ハンド

型の買収防衛策（取締役の交代を一度で行うことができないため、その発動を阻

止するのに時間がかかる買収防衛策）でもありません。

3. 本施策が株主及び投資家に及ぼす影響について

　(1) 大規模買付ルールが株主及び投資家に及ぼす影響

　大規模買付ルールは、大規模買付者が大規模買付行為を行うにあたって従うべ

きルールを定めたものにとどまり、新株予約権その他の株券等を発行するもので

はありませんので、本施策の導入は株主及び投資家の権利利益に影響を及ぼすも

のではありません。

　本施策の導入は、むしろ、大規模買付行為に関する情報を株主及び投資家に提

供することを可能とするものであり、株主及び投資家の利益に資するものである

と考えております。

　(2) 大規模買付対抗措置の発動が株主及び投資家に及ぼす影響

　大規模買付対抗措置を発動した場合、当該大規模買付行為に係る特定株主グル

ープの株主が、その法的権利又は経済的利益に損失を被る可能性がありますが、

それ以外の株主の法的権利又は経済的利益に格別の損失を生ぜしめることは想定

しておりません。

　当社取締役会が大規模買付対抗措置の発動を決議した場合は、法令及び金融商

品取引所規則に従いまして、適時に適切な開示を行います。大規模買付対抗措置

として株主に対する無償割当の方法によって新株予約権の発行がなされる場合は、

当社取締役会で定める割当日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、

その所有株式数に応じて新株予約権が割り当てられますので、名義書換未了の株

主には、当該基準日までに名義書換を完了していただく必要があります。また、

新株予約権の行使に際しては、株主には、新株を取得するために、所定の期間内

に一定の金額の払込みを行っていただく必要があり、かかる手続を行わない場合

は、当該株主の議決権保有割合が希釈化することになります。ただし、当社が新

株予約権を取得し、これと引換えに当社株式を交付することができるとの取得条

項が定められた場合において、当社が取得の手続を取ったときは、取得の対象と



　

なる新株予約権を保有する株主は、金銭を払い込むことなく当社株式を受領する

ことになります（なお、この場合、かかる株主には、別途、特定株主グループに

属する者でないこと等を誓約する当社所定の書式による書面をご提出いただくこ

とがあります。）。

注１：「特定株主グループ」とは、当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券
等をいいます。）の保有者（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する大量保有者をいい、
同条第３項に基づき保有者とみなされる者を含みます。）及びその共同保有者（金融商品取引
法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされ
る者を含みます。）又は当社の株券等（金融商品取引法第27条の２第１項に規定する株券等を
いいます。）の買付等（金融商品取引法第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所
有価証券市場において行われるものを含みます。）を行う者及び特別関係者（金融商品取引法
第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。）を意味します。

注２：「議決権割合」とは、特定株主グループの具体的な買付方法に応じて、(ⅰ)特定株主グループ
が当社の株券等の保有者及びその共同保有者である場合の当該保有者の株券等保有割合（金融
商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当
該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。）も計
算上考慮されるものとします。）又は、(ⅱ)特定株主グループが当社の株券等の大規模買付者
及びその特別関係者である場合の当該大規模買付者及び当該特別関係者の株券等保有割合（同
法第27条の２第８項に規定する株券等保有割合をいいます。）の合計とします。なお、各株券
等保有割合の算出にあたっては、総議決権（金融商品取引法第27条の２第８項に規定するもの
をいいます。）及び発行済株式の総数（金融商品取引法第27条の23第４項に規定するものをい
います。）は、有価証券報告書、半期報告書、四半期報告書及び自己株券買付状況報告書のう
ち直近に提出されたものならびに大量保有報告書を参照することができるものとします。

注３：「株券等」とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。

以 上



　

別紙１

株主割当により新株予約権を発行する場合の概要

1. 新株予約権付与の対象となる株主及びその割当条件

　当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、

その所有株式（ただし、当社の保有する当社普通株式を除く。）１株につき１個の割

合で新株予約権を割り当てる。

2. 新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たり

の目的である株式の数は１株とする。ただし、当社が株式分割又は株式併合を行う

場合は、取締役会の決議により所要の調整を行うものとする。

3. 割り当てる新株予約権の総数

　割り当てる新株予約権の総数は、新株予約権割当期日における当社の最終の発行

済株式総数と同数を上限として、取締役会が定める数とする。当社取締役会は、割

り当てる新株予約権の総数がこの上限を超えない範囲で、複数回にわたり新株予約

権の割当てを行うことがある。

4. 新株予約権の効力発生日

　取締役会が定める日とする。

5. 新株予約権の払込金額

　無償とする。

6. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１円を下限とし、当社の

株式の割当期日における時価の二分の一に相当する価額を上限として、当社取締役

会が定める額とする。なお、出資の目的は金銭とする。

7. 新株予約権の行使条件

　大規模買付者を含む特定株主グループに属する者（株券等を取得又は保有するこ

とが当社株主全体の利益に反しないと当社取締役会が認めたものを除く。）等に行使

を認めないこと等を新株予約権行使の条件として定めることがある。詳細について

は、当社取締役会において別途定めるものとする。

8. 新株予約権の譲渡制限

　新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。



　

9. 新株予約権の行使期間

　新株予約権の行使期間は、新株予約権の無償割当の効力発生日を初日とし、６ヵ

月以内の範囲で取締役会が定める期間とする。

10．新株予約権の取得条項

　新株予約権には、行使期間開始日前日までの当社取締役会が別途定める日の到来

をもって、当社が、全ての新株予約権を無償で取得することができる旨の条項（取

得条項）を付する場合がある。また、上記7.の行使条件のため新株予約権の行使が

認められない者以外の者が有する新株予約権を当社が取得し、これと引換えに当社

普通株式を交付することができる旨の条項を定めることがある。

11．その他

　その他必要な事項については、当社取締役会において別途定めるものとする。

以 上



　

別紙２

経営評価委員会の概要等

1. 経営評価委員の要件

　経営評価委員会は、当社取締役会の過半数の承認を受けた以下の要件全てを満た

す委員３名により構成される。

① 現在又は過去において、当社の取締役（社外取締役を除く。）、監査役（社外監

査役を除く。）又は従業員となったことがない者

② 現在又は過去において、当社の関係会社（「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則」第８条第８項に定める関係会社をいい、以下同様とする。）の

取締役（社外取締役を除く。）、監査役（社外監査役を除く。）又は従業員となっ

たことがない者

③ 現在又は過去において、当社又は当社の関係会社の取締役（社外取締役を除

く。）、監査役（社外監査役を除く。）又は従業員であった者と配偶者、三親等内

の血族及び姻族関係を有しない者

④ 企業経営についての一定以上の経験、知識を有する者

2. 委員の略歴

　 花堂靖仁（昭和16年８月９日生）

昭和55年３月 國學院大學教授

昭和56年３月 國學院大學大学院経済学研究科担当

平成15年３月 早稲田大学経営専門職大学院（MBA）教授（現任）

平成17年２月 経済産業省産業構造審議会新成長政策部会経営・知的資産小

委員会委員（現任）

平成19年４月 早稲田大学大学院商学研究科教授（現任）

平成21年２月 当社経営評価委員（現任）

　 岸田雅雄（昭和21年５月29日生）

昭和49年４月 司法修習（第26期）終了

同 神戸大学法学部助手

昭和51年４月 同大学法学部助教授

昭和60年４月 同大学法学部教授

平成16年４月 同大学名誉教授

同 早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授（現任）

平成21年２月 当社経営評価委員（現任）



　

　 大塚和成（昭和46年１月18日生）

平成11年４月 司法修習（第51期）終了

同 弁護士登録（第二東京弁護士会）（現任）

平成14年10月 東京商工会議所企業行動規範特別委員会幹事

平成17年４月 三井法律事務所パートナー（現任）

平成17年５月 社団法人能楽協会監事（現任）

平成18、19年度 明治学院大学法科大学院非常勤講師（会社法）

平成21年２月 当社経営評価委員（現任）

以 上



　

別 添

経営評価委員会規則

（目 的）

第１条 企業価値及び株主共同の利益の維持・向上に向けた取組みについて外部から

客観的な意見を求め、株式会社オプト（以下「当社」という）のガバナンス

機能を強化するために、経営評価委員会（以下「委員会」という）を置く。

（構 成）

第２条 委員会は、以下の各号の要件を全て満たす者の中から、取締役会の決議を得

て選任される経営評価委員（以下「委員」という）３名以上により構成され

る。なお、この決議は、取締役の過半数が出席し、その議決権の過半数に当

たる多数をもって行わなければならない。

(1) 現在又は過去において、当社の取締役（社外取締役を除く）、監査役（社外

監査役を除く）又は従業員となったことがない者

(2) 現在又は過去において、当社の関係会社（「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第８条第８項に定める関係会社を指し、以下同様と

する）の取締役（社外取締役を除く）、監査役（社外監査役を除く）又は従

業員となったことがない者

(3) 現在又は過去において、当社又は当社の関係会社の取締役（社外取締役を

除く）、監査役（社外監査役を除く）又は従業員であった者の配偶者、三親

等内の血族及び姻族関係を有しない者

(4) 企業経営についての一定以上の経験、知識を有する者

　 2) 委員会は、委員の互選により委員長を選任する。

（大規模買付ルールの遵守）

第３条 委員は、当社に大規模買付ルールが導入されている場合、本規則に定められ

ている事項に加え、当該ルールを遵守する。

（任 期）

第４条 委員の任期は、選任後２年以内に終了する最終の事業年度に関する定時株主

総会の終結後最初に開催される取締役会の終結の時までとする。但し、再任

を妨げない。

2) 委員は何時にても取締役会の決議をもって解任することができる。但し、こ

の決議は、取締役の過半数が出席し、その議決権の過半数に当たる多数をも

って行わなければならない。



　

3) 委員は、前項に基づき解任された場合といえども、当社に対して解任によっ

て生じた損害の賠償を請求することはできない。

（委員会の開催）

第５条 定例委員会は、四半期に一度開催するほか、必要あるごとに臨時委員会を開

催する。

2) 取締役社長は、重要な経営事項について、委員会の提言を求める必要がある

場合には、委員に対し、臨時委員会の開催を求めることができる。

　 3) 委員会の開催は、委員の３分の２以上の出席を必要とする。

4) 委員長は、審議又は報告のため、取締役、監査役、従業員、会計監査人その

他の第三者を委員会に出席させることができる。

（招 集）

第６条 定例委員会は、委員長が招集する。臨時委員会は、委員長以外の委員も招集

することができる。

2) 委員会の招集通知は、各委員に対して会日の３日前までに発する。但し、緊

急の必要があるときは、その期間を短縮することができる。

3) 委員会は、委員全員の同意がある場合、招集の手続を経ることなく開催する

ことができる。

（委員会の運営）

第７条 委員会の決議は、出席した委員の過半数の決議によって決定する。

2) 本規則に定めるほか、委員会の運営に関する詳細は、委員会の決議により決

定する。

（ガバナンスの評価・提言）

第８条 委員会は、取締役会から経営の基本方針及びその履行状況等の企業価値及び

株主共同の利益の維持・向上に向けた取組み並びに重要な経営判断等につき

報告を受け、当社のガバナンス状況の適否、改善すべき事項等について協議

を行う。

2) 委員会は、前項の協議を踏まえてそれぞれ当社のガバナンス状況を評価のう

え、取締役社長に対し、ガバナンス機能の強化に関する提言を行う。

3) 前項の提言は、原則として各委員が書面（電磁的方法を含む）により個別に

実施する。但し、委員会において提言方法を特に定めたときは、これに従う

ものとする。



　

（委員会の費用請求）

第９条 委員会が、その職務の執行につき費用を支出しようとするときは、当社に前

払いを請求することができる。当社は、その費用負担が委員会の職務の執行

に必要でないことを証明した場合でなければ、これを拒むことができない。

（委員の権限）

第10条 委員は、いつでも、取締役、監査役又は従業員に対して、その職務の執行に

関する事項又は当社の業務及び財産の状況について報告を求めることができ

る。

2) 委員は、委員会の権限を行使するために必要があるときは、当社の関係会社

に対して営業状況又は業務及び財産の状況について報告を求めることができ

る。

3) 委員は、前二項に定める聴取の方針について委員会の決議があるときは、こ

れに従うものとする。

（事 務 局）

第11条 委員会の招集事務、議事録の作成、その他委員会運営に関する事務はCFOが指

名した従業員がこれにあたるものとし、CFOが管掌する。

（報 酬）

第12条 委員が受けるべき報酬は、取締役会決議をもって定める。

（主管部署）

第13条 本規則は、CFOが主管する。

（規則の改廃）

第14条 本規則の改廃は、委員の了承を得たうえで、取締役会の決議又は職務権限規

程に基づく稟議による決裁をもって行う。

以 上



　

株主総会会場ご案内図

会 場 東京都千代田区神田錦町三丁目26番地

一ツ橋ＳＩビル

当社会議室

交通のご案内

・東京メトロ半蔵門線、都営地下鉄三田線・新宿線

「神保町駅」出口Ａ９より約１分

・東京メトロ東西線「竹橋駅」出口１ｂ、３ａより約５分


	20110325_ir_syosyutsuchisyusei
	20110228校了_第17回招集通知

